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さいたま市議会　令和3年2月定例会報告

　さいたま市議会令和3年2月定例会が、2月2
日～3月18日までの45日間の会期で開催さ
れ、３月1８日の本会議で公明党さいたま市議
会議員団を代表して議案に対する賛成討論を
行いました！

　新年度予算では、災害時の避難所機能の強化を図るとともに、良好な教育
環境を確保するため、市立中学校の体育館への空調設備（エアコン）設置に
向けて、６校分の実施設計を実施する予算が計上されました。今後の予定とし
て予算委員会の会派の質疑に「令和7年度までに全58校に設置していく」方
針が示されました。
　公明党として、これまで要望してまいりましたが、ようやく実現します!!
　令和2年度に市立高校3校（北区では、既に大宮北高等学校が設置完了。）、
中等教育学校1校のエアコン設置が完了し、中学校への設置方針が示されま
したので、小学校体育館への設置を引き続き推進して参ります。

令和7年度までに市内全中学校体育館（58校）にエアコン設置へ！

さいたま市令和3年度当初予算案

　市民の皆様からの新型コロナウイルスワクチン接種に関する様々な相談に迅速に対応するた
め、「さいたま市コロナワクチンコールセンター」を3月1日に開設しました。
　コロナワクチン接種は、事前予約制になるため、PCまたはスマートフォンによるWeb予約か
ワクチンコールセンターでの電話予約になります。
（英語、中国語、韓国語にも対応）

◇新型コロナウィルス感染症と自然災害への対策
◇さいたま市誕生20周年を契機に新たな未来を拓く取組
◇新しい時代に対応した行政運営とDXの推進

一般会計決算
会計

一般会計

特別会計

企業会計

令和3年度 令和2年度 増減

6,118億円
3,189億円
1,250億円

5,627億円
3,167億円
1,264億円

491億円
22億円
▲14億円

令和3年度予算委員会で質疑しました！

前年度比

全会計

8.7％
0.7％
▲1.1％
5.0％1兆557億円 1兆58億円 499億円

3月1日からワクチンコールセンターを開設！

電話番号 :0570-028-027

（通話料がかかります）
時間:午前9時00分～午後5時00分（土・日曜日、祝日含む）



皆様のご意見・ご要望を関ひろみまでお気軽にお聞かせください。

048-829-1812☎ホームページ  http://h-seki.net voice@h-seki.net

KOMEI SAITAMACITY　KITA Ward

市民の日は、市立小中高等学校を休校日に！

市民憲章も今秋制定予定！

　新型コロナウィルス感染症の影響により売上が減少している市内小規模企業者等のうち、埼玉
県による営業時間短縮要請及び中小企業庁による緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金の
対象になっていない事業者等に10万円の給付金が支給されます。
　対象は市内の従業員20人（商業・サービス業は5人）以下の事業者や個人事業主。申請は3月下
旬から郵送で受け付けます。

　昨年2月定例会代表質問での提案に清水市長は、「令和3年は、さいたま市誕生
20周年を迎える記念すべき年であるとともに、「新たなさいたま市の創造」とい
う次のステージが始まる年であり、この記念すべき年に、市民憲章や市民の日を制
定することが望ましいと考えております。市民憲章及び市民の日につきましては、
市政施行20周年での制定に向けて、必要な検討を進めてまいります。」と答弁しま
した。
　今2月定例会で、「さいたま市民の日条例」が提案され、可決成立しました。
　市民憲章についても、現在検討が進められ、今秋予定されている20周年記念式典で発表され、
制定される予定です。

　現在、世界各国で女性の「生理の貧困」が問題と
なっています。日本でも５人に１人の若者が、金銭
的理由で生理用品を買うのに苦労しているとの調
査結果が出ています。
　公明党さいたま市議団として、３月１８日に清水
市長と細田教育長に対し、このような女性の負担
軽減のため、学校や公共施設の個室トイレに生理
用品を提供することなど、「生理の貧困」の解決に
向けた支援に関する緊急要望をしました。

「生理の貧困」解決に向けた緊急要望提出！

小規模企業者・個人事業主への緊急経済支援として給付金を支給！

さいたま市誕生20周年を記念し、5月1日が「さいたま市民の日」に決定！

　同じく昨年の代表質問での提案に細田教育長は、「市民の日が制定された場合には、学校を休
みとするなど特別な日とすることについて検討を進めてまいります。」と答弁。その後、教育委員
会は、「市立学校を休校とすることで、郷土の歴史や文化に触れる機会にしたいと考えている。」と
の見解を示しました。
今後、学校管理規則の改正が行われ、5月1日は市立学校の休校日になる予定です。
＊さいたま市の市制施行日が5月1日であることから、5月1に日を市民の日に制定することを提案。

（1事業者当たり10万円）

電話番号 :0120-361-551問い合わせ：さいたま市小規模企業者等給付金コールセンター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平日８：３０～１８：００）

市長、教育長が早急に対応 !!


